
令和 3年 7月 15 日 

リサイクル燃料貯蔵株式会社 

 

放射性廃棄物の廃棄施設の設計（ドラム缶の漂流流防止対策等）の 

申請書への記載について 

 

 7/14 のＲＦＳ設工認ヒアリングでの指摘を踏まえ，放射性廃棄物の廃棄施設

の設計（ドラム缶の漂流流防止対策等）の申請書への記載については，別紙の通

りとする。 

 

（別紙） 

1．本文 別添Ⅰ「1.2 閉じ込めの機能」 

2．添付書類１「 (3) 使用済燃料等の閉じ込めに関する構造」 

3．添付書類 3「添付 2 使用済燃料等の閉じ込めに関する説明書」 

 

以 上 
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Ⅰ 1 

変更前 変更後 

1.2 閉じ込めの機能 

使用済燃料貯蔵施設は，使用済燃料等を限定された区域に適切に閉じ込めるため，次の方針に基づき閉じ

込め設計を行う。 

 

(1) 金属キャスクは，設計貯蔵期間（50年間）に加えて事業所外運搬に係る期間等を考慮した十分な余裕を

有する 60 年間を通じて，使用済燃料集合体を内封する空間を不活性雰囲気に保つとともに負圧に維持す

る設計とする。 

 

(2) 金属キャスクは，蓋部を一次蓋，二次蓋の多重の閉じ込め構造とし，一次蓋と二次蓋との空間部を正圧

に維持することにより，使用済燃料集合体を内封する空間を金属キャスク外部から隔離する設計とする。

また，一次蓋と二次蓋との空間部の圧力を測定することにより，閉じ込め機能について監視できる設計と

する。金属キャスクの構造上，漏えいの経路となり得る蓋及び蓋貫通孔のシール部には金属ガスケットを

用いることにより長期にわたって閉じ込め機能を維持する設計とする。 

 

(3) 金属キャスクは，貯蔵期間中及び貯蔵終了後において，収納された使用済燃料集合体の検査等のために

一次蓋を開放しないことを前提としているため，万一の蓋部の閉じ込め機能の異常に対して，二次蓋の閉

じ込め機能に異常がある場合には，二次蓋の金属ガスケットを交換し，一次蓋の閉じ込め機能に異常があ

る場合には，金属キャスクに蓋を追加装着できる構造を有すること等，閉じ込め機能の修復性を考慮した

設計とする。 

 

なお，仮想的大規模津波による使用済燃料貯蔵建屋の損傷に備え，廃棄物貯蔵室内に保管廃棄している

ドラム缶，ステンレス製等の密封容器が廃棄物貯蔵室外，敷地内及び敷地外への漂流を防止するため漂流

防止対策を講ずる。漂流防止対策はそれ自身が漂流しないよう，床面に固縛する。漂流防止対策として，

水面に浮上するドラム缶は水面に浮上できる大きさのネットで覆い，また，浮上しないステンレス製等の

密封容器は深水圧に耐える構造とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.2 閉じ込めの機能 

使用済燃料貯蔵施設は，使用済燃料等を限定された区域に適切に閉じ込めるため，次の方針に基づき閉じ

込め設計を行う。 

 

(1) （変更なし） 

 

 

 

(2) （変更なし） 

 

 

 

 

 

(3) （変更なし） 

 

 

 

 

 放射性廃棄物の廃棄施設の設計及びドラム缶の漂流防止対策の基本設計方針については，「別添Ⅰ 基本

設計方針」の「2.4 放射性廃棄物の廃棄施設」次回申請に示す。 
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四、使用済燃料貯蔵施設の位置，構造及び設備並びに貯蔵の方法 1. 使用済燃料貯蔵施設の位置，構造及び設備 ロ．使用済燃料貯蔵施設の一般構造 (3) 使用済燃料等の閉じ込めに関する構造 

事業変更許可申請書（本文四号） 事業変更許可申請書（添付書類六）該当事項 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備考 

四、使用済燃料貯蔵施設の位置，構造及び設備並びに貯

蔵の方法 

1. 使用済燃料貯蔵施設の位置，構造及び設備 

ロ．使用済燃料貯蔵施設の一般構造 

(3) 使用済燃料等の閉じ込めに関する構造 

使用済燃料貯蔵施設は，使用済燃料等を限定された

区域に適切に閉じ込めるため，次の方針に基づき閉じ

込め設計を行う。 

 

ロ(3)-①ａ．金属キャスクは，設計貯蔵期間（50 年

間）に加えて事業所外運搬に係る期間等を考慮した十

分な余裕を有する 60 年間を通じて，使用済燃料集合体

を内封する空間を不活性雰囲気に保つとともに負圧に

維持する設計とする。 

 

ロ(3)-②ｂ．金属キャスクは，蓋部を一次蓋，二次蓋

の多重の閉じ込め構造とし，一次蓋と二次蓋との空間

部を正圧に維持することにより，使用済燃料集合体を

内封する空間を金属キャスク外部から隔離する設計と

する。また，一次蓋と二次蓋との空間部の圧力を測定

することにより，閉じ込め機能について監視できる設

計とする。金属キャスクの構造上，漏えいの経路とな

り得る蓋及び蓋貫通孔のシール部には金属ガスケット

を用いることにより長期にわたって閉じ込め機能を維

持する設計とする。 

 

ロ(3)-③ｃ．金属キャスクは，貯蔵期間中及び貯蔵終

了後において，収納された使用済燃料集合体の検査

等のために一次蓋を開放しないことを前提としてい

るため，万一の蓋部の閉じ込め機能の異常に対し

て，二次蓋の閉じ込め機能に異常がある場合には，

二次蓋の金属ガスケットを交換し，一次蓋の閉じ込

め機能に異常がある場合には，金属キャスクに蓋を

追加装着できる構造を有すること等，閉じ込め機能

の修復性を考慮した設計とする。 

 

 

1. 安全設計 

1.1  安全設計の基本方針 

 

1.1.3 使用済燃料等の閉じ込めに関する基本方針 

使用済燃料貯蔵施設は，使用済燃料等を限定された区

域に適切に閉じ込めるため，次の方針に基づき閉じ込め

設計を行う。 

 

 

 (1) 金属キャスクは，設計貯蔵期間（50 年間）に加え

て事業所外運搬に係る期間等を考慮した十分な余裕を

有する 60 年間を通じて，使用済燃料集合体を内封する

空間を不活性雰囲気に保つとともに負圧に維持する設

計とする。 

 

 (2) 金属キャスクは，蓋部における多重の閉じ込め構

造により使用済燃料集合体を内封する空間を容器外部

から隔離する設計とする。また，閉じ込め機能について

監視できる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 (3) 金属キャスクは，万一の蓋部の閉じ込め機能の異

常に対して，蓋を追加装着できる構造を有すること等，

閉じ込め機能の修復性を考慮した設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添Ⅰ 基本設計方針 

別添Ⅰ 1. 共通項目 

 

1.2 閉じ込めの機能 

使用済燃料貯蔵施設は，使用済燃料等を限定された区域

に適切に閉じ込めるため，次の方針に基づき閉じ込め設計

を行う。 

 

 

ロ(3)-① (1) 金属キャスクは，設計貯蔵期間（50年間）

に加えて事業所外運搬に係る期間等を考慮した十分な余

裕を有する60年間を通じて，使用済燃料集合体を内封する

空間を不活性雰囲気に保つとともに負圧に維持する設計

とする。 

 

ロ(3)-② (2) 金属キャスクは，蓋部を一次蓋，二次蓋の

多重の閉じ込め構造とし，一次蓋と二次蓋との空間部を正

圧に維持することにより，使用済燃料集合体を内封する空

間を金属キャスク外部から隔離する設計とする。また，一

次蓋と二次蓋との空間部の圧力を測定することにより，閉

じ込め機能について監視できる設計とする。金属キャスク

の構造上，漏えいの経路となり得る蓋及び蓋貫通孔のシー

ル部には金属ガスケットを用いることにより長期にわた

って閉じ込め機能を維持する設計とする。 

 

 

ロ(3)-③ (3) 金属キャスクは，貯蔵期間中及び貯蔵終了

後において，収納された使用済燃料集合体の検査等のため

に一次蓋を開放しないことを前提としているため，万一の

蓋部の閉じ込め機能の異常に対して，二次蓋の閉じ込め機

能に異常がある場合には，二次蓋の金属ガスケットを交換

し，一次蓋の閉じ込め機能に異常がある場合には，金属キ

ャスクに蓋を追加装着できる構造を有すること等，閉じ込

め機能の修復性を考慮した設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設工認申請書の記載

ロ(3)-①は，事業変更

許可申請書（本文）の

記載ロ(3)-①と整合

している。 

 

設工認申請書の記載

ロ(3)-②は，事業変更

許可申請書（本文）の

記載ロ(3)-②と整合

している。 

 

 

 

 

 

 

設工認申請書の記載

ロ(3)-③は，事業変更

許可申請書（本文）の

記載ロ(3)-③と整合

している。 
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事業変更許可申請書（本文四号） 事業変更許可申請書（添付書類六）該当事項 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備考 

ロ(3)-④ｄ．放射性廃棄物の廃棄施設は，廃棄物によ

る汚染の拡大防止を考慮し，廃棄物貯蔵室を受入れ区

域の独立した区画に設け，放射性廃棄物をドラム缶，

ステンレス製等の密封容器に入れ，保管廃棄可能な設

計とする。また，漏えいが生じたときの漏えい拡大防

止を考慮し，廃棄物貯蔵室の出入口にはせきを設ける

構造とするとともに，床等は，廃水が浸透し難い材料

で仕上げる設計とする。 

なお，仮想的大規模津波による使用済燃料貯蔵建屋

の損傷に備え，廃棄物貯蔵室内に保管廃棄しているド

ラム缶，ステンレス製等の密封容器が廃棄物貯蔵室

外，敷地内及び敷地外への漂流を防止するためドラム

缶，ステンレス製等の密封容器を固縛する漂流防止対

策を講ずる。漂流防止対策として，水面に浮上するド

ラム缶は水面に浮上できる大きさのネットで覆い，ま

た，浮上しないステンレス製等の密封容器は深水圧に

耐える構造とする。 

 

 (4) 放射性廃棄物の廃棄施設は，廃棄物による汚染の

拡大防止を考慮し，廃棄物貯蔵室を受入れ区域の独立し

た区画に設け，放射性廃棄物をドラム缶，ステンレス製

等の密封容器に入れ，保管廃棄可能な設計とする。 

また，漏えいが生じたときの漏えい拡大防止を考慮

し，廃棄物貯蔵室の出入口にはせきを設ける構造とする

とともに，床及び腰壁は，廃水が浸透し難い材料で仕上

げる設計とする。 

なお，仮想的大規模津波による使用済燃料貯蔵建屋の

損傷に備え，廃棄物貯蔵室内に保管廃棄しているドラム

缶，ステンレス製等の密封容器が廃棄物貯蔵室外，敷地

内及び敷地外への漂流を防止するためドラム缶，ステン

レス製等の密封容器を固縛する漂流防止対策を講ずる。

漂流防止対策として，水面に浮上するドラム缶は水面に

浮上できる大きさのネットで覆い，また，浮上しないス

テンレス製等の密封容器は深水圧に耐える構造とする。 

 

1.2.4 閉じ込めの機能 

適合のための設計方針 

使用済燃料貯蔵施設は，使用済燃料等を限定された区

域に適切に閉じ込めるため，次の方針に基づき閉じ込め

設計を行う。 

 

 (1) 金属キャスクは，放射性物質を限定された区域に

閉じ込めるため，設計貯蔵期間（50 年間）に加えて事

業所外運搬に係る期間等を考慮した十分な余裕を有す

る 60 年間を通じて使用済燃料集合体を内封する空間を

負圧に維持できる設計とする。 

また，使用済燃料集合体及びバスケットの健全性を維

持するため，金属キャスクの内部の空間を不活性雰囲気

に保つ設計とする。 

 

 (2) 金属キャスクは，蓋部を一次蓋，二次蓋の多重の

閉じ込め構造とし，一次蓋と二次蓋との空間部を正圧に

維持することにより，使用済燃料集合体を内封する空間

を金属キャスク外部から隔離する設計とする。また，一

次蓋と二次蓋との空間部の圧力を測定することにより，

閉じ込め機能について監視ができる設計とする。金属キ

ャスクの構造上，漏えいの経路となり得る蓋及び蓋貫通

ロ(3)-④ 放射性廃棄物の廃棄施設の設計及びドラム缶の

漂流防止対策の基本設計方針については，「別添Ⅰ 基本

設計方針」の「2.4 放射性廃棄物の廃棄施設」次回申請に

示す。 

 

設工認申請書の記載

ロ(3)-④は，事業変更

許可申請書（本文）の

記載ロ (3)-④と整合

している。 
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事業変更許可申請書（本文四号） 事業変更許可申請書（添付書類六）該当事項 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備考 

孔のシール部には金属ガスケットを用いることにより

長期にわたって閉じ込め機能を維持する設計とする。 

 

 (3) 金属キャスクは，貯蔵期間中及び貯蔵終了後にお

いて，収納された使用済燃料集合体の検査等のために一

次蓋を開放しないことを前提としているため，万一の蓋

部の閉じ込め機能の異常に対して，二次蓋の閉じ込め機

能に異常がある場合には，二次蓋の金属ガスケットを交

換し，一次蓋の閉じ込め機能に異常がある場合には，金

属キャスクに蓋を追加装着できる構造を有すること等，

閉じ込め機能の修復性を考慮した設計とする。 

 

 (4) 使用済燃料貯蔵施設では，平常時に放射性廃棄物

は発生しないため，放射性廃棄物の処理施設を設置しな

い。 

なお，搬入した金属キャスク等の表面に法令に定める

管理区域に係る値を超える放射性物質が検出された場

合は，除染に使用した水及び除染液の液体廃棄物並びに

ウエス等の固体廃棄物はドラム缶，ステンレス製等の密

封容器に入れた後，廃棄物貯蔵室に保管廃棄する。 

 

 (5) 放射性廃棄物の廃棄施設は，廃棄物による汚染の

拡大防止を考慮し，廃棄物貯蔵室を受入れ区域の独立し

た区画に設け，放射性廃棄物をドラム缶，ステンレス製

等の密封容器に入れ，保管廃棄可能な設計とする。 

また，漏えいが生じたときの漏えい拡大防止を考慮

し，廃棄物貯蔵室の出入口にはせきを設ける構造とする

とともに，床及び腰壁は，廃水が浸透し難い材料で仕上

げる設計とする。 

なお，仮想的大規模津波による使用済燃料貯蔵建屋の

損傷に備え，廃棄物貯蔵室内に保管廃棄しているドラム

缶，ステンレス製等の密封容器が廃棄物貯蔵室外，敷地

内及び敷地外への漂流を防止するためドラム缶，ステン

レス製等の密封容器を固縛する漂流防止対策を講ずる。

漂流防止対策として，水面に浮上するドラム缶は水面に

浮上できる大きさのネットで覆い，また，浮上しないス

テンレス製等の密封容器は深水圧に耐える構造とする。 

 

3.2 設計方針 
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事業変更許可申請書（本文四号） 事業変更許可申請書（添付書類六）該当事項 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備考 

(3) 閉じ込め機能 

金属キャスクは，放射性物質を限定された区域に閉じ込

めるため，設計貯蔵期間（50 年間）に加えて事業所外

運搬に係る期間等を考慮した十分な余裕を有する 60 年

間を通じて使用済燃料集合体を内封する空間を負圧に

維持する設計とする。また，使用済燃料集合体及びバス

ケットの健全性を維持するため，金属キャスクの内部の

空間を不活性雰囲気に保つ設計とする。 

金属キャスクは，一次蓋及び二次蓋による多重の閉じ込

め構造とし，一次蓋と二次蓋との空間部を正圧に維持す

ることにより，使用済燃料集合体を内封する空間を金属

キャスク外部から隔離する設計とする。また，蓋間の圧

力を測定することにより，閉じ込め機能について監視が

できる設計とする。 

万一の蓋部の閉じ込め機能の異常に対して，蓋を追加装

着できる構造を有すること等，閉じ込め機能の修復性を

考慮した設計とする。 

 

3.3 主要設備 

使用済燃料貯蔵設備本体は，金属キャスク及び貯蔵架

台で構成する。 

金属キャスクは，本体胴，蓋部，バスケット等で構成

する。 

貯蔵架台は，金属キャスクを床面に固定するための支

持構造物である。 

金属キャスクは，緩衝体を取り付ける等の事業所外運

搬に適合するための措置を施し，事業所外運搬用の輸送

物として原子力発電所から使用済燃料貯蔵施設へ搬入

する。使用済燃料貯蔵建屋内において，受入れ区域天井

クレーンを用いて金属キャスクを貯蔵架台に固定し，搬

送台車を用いて貯蔵区域の所定の箇所まで移送し，貯蔵

架台を床面に固定する。 

次に金属キャスクの基本的安全機能及び長期健全性

について説明する。 

なお，「(1) 臨界防止」，「(2) 遮蔽」，「(3) 閉じ込め」

及び「(4) 除熱」において示す評価は，基本設計段階に

おける金属キャスクの臨界防止機能，遮蔽機能，閉じ込

め機能及び除熱機能が基本的設計方針を満たすことを

確認するために行ったものであり，詳細設計段階におけ
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る評価値は原子炉等規制法第 43 条の 8 の規定に基づく

使用済燃料貯蔵施設に関する設計及び工事の方法の認

可申請書による。 

(3) 閉じ込め 

金属キャスクの閉じ込め構造を第 3.3－3 図に，金属

キャスクのシール部詳細を第 3.3－4 図に示す。金属キ

ャスクは，本体胴及び蓋部により使用済燃料集合体を内

封する空間を外部から隔離し，設計貯蔵期間（50 年間）

に加えて事業所外運搬に係る期間等を考慮した十分な

余裕を有する 60 年間を通じて負圧に維持する。金属キ

ャスクは，蓋部を一次蓋，二次蓋の多重の閉じ込め構造

とし，その蓋間をあらかじめ正圧とし圧力障壁を形成す

ることにより，放射性物質を金属キャスク内部に閉じ込

める。また，使用済燃料集合体を内封する空間に通じる

貫通孔のシール部は一次蓋に設ける。蓋及び蓋貫通孔の

シール部には，長期にわたって閉じ込め機能を維持する

観点から金属ガスケットを用いる。金属ガスケットの漏

えい率は，設計貯蔵期間（50 年間）に加えて事業所外

運搬に係る期間等を考慮した十分な余裕を有する 60 年

間を通じて，蓋間の空間に充填されているヘリウムガス

が蓋間の圧力を一定とした条件下で使用済燃料集合体

を内封する空間側に漏えいし，かつ，燃料被覆管からの

核分裂生成ガスの放出を仮定しても，使用済燃料集合体

を内封する空間を負圧に維持できるように設定し，その

漏えい率を満足していることを気密漏えい検査により

確認する。さらに，蓋間の圧力を測定することにより閉

じ込め機能を監視する。蓋間の圧力に異常が生じた場合

でも，あらかじめ金属キャスク内部を負圧に維持すると

ともに，蓋間の圧力を正圧としているので，内部の気体

が外部に流出することはない。 

蓋部の閉じ込め機能の異常に対して，二次蓋に漏えいが

認められた場合には，金属キャスク内部が負圧に維持さ

れていること及び一次蓋の健全性を確認の上，二次蓋の

金属ガスケットを交換し，閉じ込め機能を修復して貯蔵

を継続する。二次蓋に漏えいが認められず，一次蓋の閉

じ込め機能が異常であると考えられる場合には，金属キ

ャスクに蓋を追加装着し，搬出のために必要な記録とと

もに，契約先に引き渡す。なお，搬出までの間は金属キ

ャスクを適切に保管する。 
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金属キャスクの閉じ込め評価フローを第 3.3－5 図に

示す。閉じ込め性能評価では，設計貯蔵期間（50 年間）

に加えて事業所外運搬に係る期間等を考慮した十分な

余裕を有する 60 年間にわたって金属キャスク内部の負

圧を維持できる漏えい率を求める。漏えい率は，シール

される流体，シール部温度及び漏えいの上流側と下流側

の圧力に依存する。したがって，金属キャスク内部圧力

変化は，蓋間圧力と金属キャスク内部圧力の圧力差のも

とで，ある漏えい率をもつシール部を通して金属キャス

ク内部へ流入する気体の漏えい量を積分することによ

って求められる。 

金属キャスクの閉じ込め評価の基準となる基準漏え

い率は，設計貯蔵期間（50 年間）に加えて事業所外運

搬に係る期間等を考慮した十分な余裕を有する 60 年間

にわたって金属キャスク内部の負圧が維持できるよう

に設定され，使用する金属ガスケットが確保可能な閉じ

込め性能及び発電所搬出前の気密漏えい検査の判定基

準として確認する漏えい率（リークテスト判定基準）を

上回るものでなければならない。 

基準漏えい率を求めるに当たり設定した評価条件を

第 3.3－4 表に示す。金属キャスク内部の圧力を保守的

に評価するため，蓋間圧力は一定とし，蓋間空間のガス

は金属キャスク内部側にのみ漏えいするものとして漏

えい率の計算を行う。また，大気圧は，気象変化による

圧力変動を考慮した値として 9.7×104Pa とする。金属

キャスク内部空間の圧力の算定に当たっては，使用済燃

料集合体の破損率として，米国の使用済燃料集合体の乾

式貯蔵中における漏えい燃料発生率（約 0.01％）及び日

本の軽水炉における漏えい燃料発生率（0.01％以下）を

考慮し，保守的な値として 0.1％とする。 

閉じ込め評価の結果，第 3.3－6 表に示すように，金

属ガスケットの漏えい率は基準漏えい率以下を満足し

ている。 
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1. 概要 

本資料は，使用済燃料貯蔵施設の閉じ込めの機能に関する設計方針が，「使用済燃料

貯蔵施設の技術基準に関する規則」（以下「技術基準規則」という。）第 11 条（閉じ込

めの機能）に適合することを説明するものである。 

なお，技術基準規則に適合する設備である金属キャスクについては，次回申請の適

合性確認対象設備であるため，設計結果の説明事項については次回申請の閉じ込めの

機能に関する説明書に記載する。 
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2. 基本設計方針 

使用済燃料貯蔵施設は，使用済燃料等を限定された区域に適切に閉じ込めるため，

次の方針に基づき閉じ込め設計を行う。 

(1) 金属キャスクは，放射性物質を限定された区域に閉じ込めるため，設計貯蔵期

間（50 年間）に加えて事業所外運搬に係る期間等を考慮した十分な余裕を有する

60 年間を通じて使用済燃料集合体を内封する空間を負圧に維持できる設計とす

る。 

また，使用済燃料集合体及びバスケットの健全性を維持するため，金属キャス

クの内部の空間を不活性雰囲気に保つ設計とする。 

(2) 金属キャスクは，蓋部を一次蓋，二次蓋の多重の閉じ込め構造とし，一次蓋と

二次蓋との空間部を正圧に維持することにより，使用済燃料集合体を内封する空

間を金属キャスク外部から隔離する設計とする。また，一次蓋と二次蓋との空間

部の圧力を測定することにより，閉じ込め機能について監視ができる設計とする。

金属キャスクの構造上，漏えいの経路となり得る蓋及び蓋貫通孔のシール部には

金属ガスケットを用いることにより長期にわたって閉じ込め機能を維持する設

計とする。 

(3) 金属キャスクは，貯蔵期間中及び貯蔵終了後において，収納された使用済燃料

集合体の検査等のために一次蓋を開放しないことを前提としているため，万一の

蓋部の閉じ込め機能の異常に対して，二次蓋の閉じ込め機能に異常がある場合に

は，二次蓋の金属ガスケットを交換し，一次蓋の閉じ込め機能に異常がある場合

には，金属キャスクに蓋を追加装着できる構造を有すること等，閉じ込め機能の

修復性を考慮した設計とする。 
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3. 閉じ込め構造の設計方針 

金属キャスクは，放射性物質を限定された区域に閉じ込めるため，以下の配慮を行

う。 

(1) 金属キャスクは，本体胴及び蓋部により使用済燃料集合体を内封する空間を外

部から隔離し，設計貯蔵期間（50 年間）に加えて事業所外運搬に係る期間等を考

慮した十分な余裕を有する 60 年間を通じて負圧に維持する。 

(2) 金属キャスクは，蓋部を一次蓋及び二次蓋の多重の閉じ込め構造とし，その蓋

間をあらかじめ正圧とし圧力障壁を形成することにより，放射性物質を金属キャ

スク内部に閉じ込める。また，使用済燃料集合体を内封する空間に通じる貫通孔

のシール部は一次蓋に設ける。 

(3) 蓋及び蓋貫通孔のシール部には，長期にわたって閉じ込め機能を維持する観点

から金属ガスケットを用いる。金属ガスケットの漏えい率は，設計貯蔵期間（50

年間）に加えて事業所外運搬に係る期間等を考慮した十分な余裕を有する 60 年

間を通じて，蓋間の空間に充填されているヘリウムガスが蓋間の圧力を一定とし

た条件下で使用済燃料集合体を内封する空間側に漏えいし，かつ，燃料被覆管か

らの核分裂生成ガスの放出を仮定しても，使用済燃料集合体を内封する空間を負

圧に維持できるように設定し，その漏えい率を満足していることを気密漏えい検

査により確認する。 

なお，蓋間の圧力が徐々に低下する場合には，適宜，蓋間空間にヘリウムガスを

再充填する。その際，累積のヘリウム充填量を管理し，過剰な充填とならないよう

にする。 

(4) 金属キャスクは，万一の蓋部の閉じ込め機能の異常に対して，三次蓋を追加装

着できる構造を有する。 
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4. 閉じ込め機能の監視の設計方針 

金属キャスクの閉じ込め機能が確保されていることを適切に監視するため，金属

キャスクの蓋間圧力を測定するとともに，監視盤室に表示，記録する。 

蓋間圧力が基準設定値より低下したときは，監視盤室及び事務建屋に警報を発す

るようにする。 

蓋間圧力監視装置は，点検中及び不具合時においても蓋間圧力を測定できるよう

二系統設ける。 
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5. 閉じ込め機能の異常を考慮した設計の方針 

蓋間の圧力に異常が生じた場合でも，あらかじめ金属キャスク内部を負圧に維持

するとともに，蓋間の圧力を正圧としているため，内部の気体が外部に流出すること

はない。 

蓋間圧力の監視により蓋間の圧力が急激に低下し，閉じ込め機能に異常が認めら

れた場合，以下のとおり対応する。 

(1) 圧力監視系の点検を行い，圧力監視系からの漏えいが認められた場合には，漏

えい箇所の特定を行い，当該箇所を修復の上貯蔵を継続する。 

(2) 圧力監視系に漏えいがなく，金属ガスケットの漏えいと考えられる場合には，

二次蓋金属ガスケットの漏えい試験を行う。漏えい試験の結果，二次蓋に漏えい

が認められた場合には，金属キャスク内部が負圧に維持されていることを間接的

に確認し，さらに，蓋間圧力の低下の状況及び測定した二次蓋漏えい率より一次

蓋の健全性を確認の上，二次蓋の金属ガスケットを交換し，閉じ込め機能を修復

して貯蔵を継続する。 

(3) 二次蓋金属ガスケットの漏えい試験の結果，二次蓋に漏えいが認められず，一

次蓋の閉じ込め機能が異常であると考えられる場合には，金属キャスクに三次蓋

を追加装着し，搬出のために必要な記録とともに，契約先に引き渡す。なお，搬

出までの間は金属キャスクを適切に保管する。 

閉じ込め機能の異常時の対応手順の方針を図 5－1 に示す。 

－19－ 17

78230172
四角形



 

6 

 2 

6. 閉じ込め性能評価の方針 

金属キャスクの閉じ込め評価フローを図 6－1 に示す。金属キャスクの閉じ込め性能

評価においては，以下の考え方に基づき評価する。 

(1) 閉じ込め性能評価では，設計貯蔵期間（50 年間）に加えて事業所外運搬に係る期

間等を考慮した十分な余裕を有する 60 年間（以下「設計評価期間」という。）にわ

たって金属キャスク内部の負圧を維持できる漏えい率（基準漏えい率）を求める。 

(2) 漏えい率は，シールされる流体，シール部温度及び漏えいの上流側と下流側の圧

力に依存する。したがって，金属キャスク内部圧力変化は，蓋間圧力と金属キャス

ク内部圧力の圧力差のもとで，ある漏えい率をもつシール部を通して金属キャスク

内部へ流入する気体の漏えい量を積分することによって求められる。 

(3) 金属キャスクの閉じ込め評価の基準となる基準漏えい率は，設計評価期間にわ

たって金属キャスク内部の負圧が維持できるよう設定され，使用する金属ガスケッ

トが確保可能な閉じ込め性能を満足していることを確認する。 

(4) 基準漏えい率を求めるに当たっては，金属キャスク内部の圧力を保守的に評価す

るため，蓋間圧力は一定とし，蓋間空間のガスは一次蓋から金属キャスク内部側に

のみ漏えいするものとして漏えい率の計算を行う。また，大気圧は，気象変化によ

る圧力変動を考慮した値 9.7×104 Pa を用いる。金属キャスク内部空間の圧力の算

定においては，使用済燃料の破損率として，米国の使用済燃料の乾式貯蔵中におけ

る漏えい燃料発生率（約 0.01％）及び日本の軽水炉における漏えい燃料発生率

（0.01％以下）を考慮し，保守的な値として 0.1％を想定する。 

(5) なお，発電所搬出前の気密漏えい検査で確認される漏えい率の判定基準（リーク

テスト判定基準）は，基準漏えい率を下回るように設定する。 
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図 5－1 閉じ込め機能異常時の対応手順の方針 

  

一次蓋健全 
（二次蓋からの漏えい） 

施設外に搬出 修復後健全性を確認の上，監視を継続 

【閉じ込め機能の修復】 

・ 二次蓋金属ガスケット交換 

・ 二次蓋再取付け 

・ 蓋間空間加圧 

・ 二次蓋漏えい検査 

 

漏えいあり 

【閉じ込め境界形成】 
・ 三次蓋取付け 
・ 三次蓋漏えい検査 

【一次蓋健全性評価】 
・二次蓋リークテスト 
・キャスク内部負圧 

評価 

圧力監視系の修復，

取替え 

漏えいなし 

 圧力監視系の漏えい 

二次蓋開放 

一次蓋からの

漏えい可能性

あり 

蓋間圧力の急激な低下 
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図 6－1 金属キャスクの閉じ込め評価フロー 
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金属キャスク内部初期温度 

及び圧力 

金属キャスク内部空間容積 

内部流体等 

基準漏えい率 Qs＞金属ガスケットの設計漏えい率 Qn 

基準漏えい率 

評価条件 

評 価 

発電所搬出前の気密漏えい検査で確認される漏えい率の判定基準 

基準漏えい率Qs＞リークテスト判定基準Qt＞金属ガスケットの設計漏えい率Qn 

金属ガスケットの性能 

金属ガスケットの 

設計漏えい率 Qn 

金属キャスク 

内 部 圧 力 

変 化 の 計 算 

流体力学の基礎式に基づく 

漏えい量の計算 

評 価 項 目 

評 価 期 間 後 の 金 属 キ ャ ス ク 

内部圧力が大気圧となる基準漏

えい率 Qs 

リークテスト 

判定基準 Qt 

E 

－22－ 20

78230172
四角形




